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1.　17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 25,305 16.3 1,915 23.1 2,843 20.3

16年９月中間期 21,756 △2.8 1,555 12.3 2,364 18.5

17年３月期 50,084 　 4,879 　 6,027 　

　

　 中間（当期）純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 2,871 17.3 64.74 　

16年９月中間期 2,446 108.1 54.74 　

17年３月期 5,610 　 124.28 　
(注) ① 期中平均株式数 17年９月中間期 44,346,231株 16年９月中間期 44,695,039株 17年３月期 44,630,795株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 配当状況

　
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

　

　

　
　 円 銭 円 銭

17年９月中間期 13.00 　 ―――

16年９月中間期 7.00 　 ―――

17年３月期 ――― 20.00 　
　
　

(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 54,503 38,592 70.8 870.54 　

16年９月中間期 50,130 33,425 66.7 748.05 　

17年３月期 57,984 36,085 62.2 812.07 　
(注) ① 期末発行済株式数 17年９月中間期 44,332,080株 16年９月中間期 44,682,928株 17年３月期 44,357,475株

　 ② 期末自己株式数 17年９月中間期 1,433,410株 16年９月中間期 1,082,562株 17年３月期 1,408,015株

　

2.　18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 55,000 6,700 5,500 13.00 26.00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　122円62銭
　
※上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断したものであり、
  実際の業績は、様々な要因により業績予想と異なる可能性があります。
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1. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 4,576 　 　 4,380 　 　 2,954 　 　

　２　受取手形 　 179 　 　 191 　 　 183 　 　

　３　売掛金 　 15,528 　 　 17,464 　 　 21,134 　 　

　４　たな卸資産 　 5,073 　 　 5,919 　 　 5,386 　 　

　５　短期貸付金 　 6,719 　 　 5,936 　 　 6,912 　 　

　６　繰延税金資産 　 590 　 　 689 　 　 666 　 　

　７　未収入金 　 5,756 　 　 5,572 　 　 7,708 　 　

　８　その他 　 348 　 　 391 　 　 441 　 　

　　　貸倒引当金 　 △1,308 　 　 ― 　 　 △1,078 　 　

　　　流動資産合計 　 　 37,463 74.7 　 40,546 74.4 　 44,311 76.4

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 1,835 　 　 2,117 　 　 2,159 　 　

　　(2) 土地 　 2,008 　 　 2,008 　 　 2,008 　 　

　　(3) その他 　 1,515 　 　 1,705 　 　 1,737 　 　

　　　　　　計 　 5,359 　 　 5,831 　 　 5,905 　 　

　２　無形固定資産 　 219 　 　 248 　 　 270 　 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 2,887 　 　 3,859 　 　 3,319 　 　

　　(2) 関係会社株式 　 2,425 　 　 2,300 　 　 2,425 　 　

　　(3) 繰延税金資産 　 108 　 　 46 　 　 229 　 　

　　(4) その他 　 1,791 　 　 1,788 　 　 1,649 　 　

　　　貸倒引当金 　 △126 　 　 △118 　 　 △126 　 　

　　　　　　計 　 7,087 　 　 7,876 　 　 7,497 　 　

　　　固定資産合計 　 　 12,666 25.3 　 13,956 25.6 　 13,672 23.6

　　　資産合計 　 　 50,130 100.0 　 54,503 100.0 　 57,984 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 11,323 　 　 12,243 　 　 16,334 　 　

　２　短期借入金 　 3,049 　 　 1,522 　 　 2,102 　 　

　３　未払法人税等 　 27 　 　 225 　 　 416 　 　

　４　賞与引当金 　 307 　 　 362 　 　 323 　 　

　５　その他 　 1,362 　 　 1,288 　 　 2,077 　 　

　　　流動負債合計 　 　 16,070 32.0 　 15,642 28.7 　 21,253 36.7

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 　 24 　 　 20 　 　 22 　 　

　２　退職給付引当金 　 374 　 　 17 　 　 369 　 　

　３　役員退職慰労金
　　　引当金 　 236 　 　 229 　 　 253 　 　

　　　固定負債合計 　 　 634 1.3 　 267 0.5 　 645 1.1

　　　負債合計 　 　 16,704 33.3 　 15,910 29.2 　 21,899 37.8

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 7,544 15.1 　 7,544 13.8 　 7,544 13.0

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 10,482 　 　 10,482 　 　 10,482 　 　

　２　その他資本剰余金 　 1 　 　 2 　 　 1 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 10,483 20.9 　 10,484 19.2 　 10,483 18.1

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 1,149 　 　 1,149 　 　 1,149 　 　

　２　任意積立金 　 10,660 　 　 15,360 　 　 10,660 　 　

　３　中間(当期)未処分
　　　利益 　 3,508 　 　 3,890 　 　 6,360 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 15,318 30.6 　 20,400 37.4 　 18,169 31.3

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金 　 　 608 1.2 　 1,165 2.2 　 845 1.5

Ⅴ　自己株式 　 　 △529 △1.1 　 △1,002 △1.8 　 △958 △1.7

　　　資本合計 　 　 33,425 66.7 　 38,592 70.8 　 36,085 62.2

　　　負債・資本合計 　 　 50,130 100.0 　 54,503 100.0 　 57,984 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 21,756 100.0 　 25,305 100.0 　 50,084 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 12,907 59.3 　 14,667 58.0 　 29,283 58.5

　　　売上総利益 　 　 8,849 40.7 　 10,638 42.0 　 20,801 41.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 7,293 33.6 　 8,723 34.4 　 15,921 31.8

　　　営業利益 　 　 1,555 7.1 　 1,915 7.6 　 4,879 9.7

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 58 　 　 48 　 　 100 　 　

　２　受取配当金 　 430 　 　 615 　 　 558 　 　

　３　受取地代家賃 　 89 　 　 71 　 　 173 　 　

　４　為替差益 　 187 　 　 145 　 　 221 　 　

　５　その他 　 81 847 4.0 92 972 3.8 207 1,262 2.5

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 24 　 　 12 　 　 38 　 　

　２　その他 　 13 38 0.2 31 44 0.2 76 114 0.2

　　　経常利益 　 　 2,364 10.9 　 2,843 11.2 　 6,027 12.0

Ⅵ　特別利益 ※１ 　 ― ― 　 278 1.1 　 ― ―

Ⅶ　特別損失 ※２ 　 132 0.6 　 ― ― 　 213 0.4

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益 　 　 2,232 10.3 　 3,122 12.3 　 5,813 11.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税 　 5 　 　 310 　 　 781 　 　

　　　法人税等調整額 　 △220 △214 △0.9 △59 251 1.0 △579 202 0.4

　　　中間(当期)純利益 　 　 2,446 11.2 　 2,871 11.3 　 5,610 11.2

　　　前期繰越利益 　 　 1,061 　 　 1,019 　 　 1,061 　

　　　中間配当額 　 　 ― 　 　 ― 　 　 312 　

　　　中間(当期)未処分
　　　利益 　 　 3,508 　 　 3,890 　 　 6,360 　
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　資産の評価基準及び評

価方法

(1) たな卸資産

　　下記の原価法を採用しており

ます。

　　　　商品・製品・半製品

　　　　：総平均法

　　　　原材料・貯蔵品

　　　　：最終仕入原価法

　　　　仕掛品

　　　　：個別法

(1) たな卸資産

　　　　同左

(1) たな卸資産

　　　　同左

　 (2) 有価証券

　　子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法

　　その他有価証券

　　　・時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場価格等

にもとづく時価法(評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

　　　・時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

(2) 有価証券

　　子会社株式及び関連会社株式

　　　　同左

　　その他有価証券

　　　・時価のあるもの

　　　　同左

　
　
　
　
 　　 ・時価のないもの

　　　　同左

　

(2) 有価証券

　　子会社株式及び関連会社株式

　　　　同左

　　その他有価証券

　　　・時価のあるもの

　　　　期末日の市場価格等にも

とづく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

　　　・時価のないもの

　　　　同左

　 (3) デリバティブ

　　　　時価法

(3) デリバティブ

　　　　同左

(3) デリバティブ

　　　　同左

２　固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用しています。

　　　ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附

属設備を除く)については定

額法を採用しています。

　　　なお、主な耐用年数は以下

の通りです。

建物及び構築物 ４～50年

機械装置及び
車両運搬具

２～15年

(1) 有形固定資産

　　　　同左

(1) 有形固定資産

　　　　同左

　 (2) 無形固定資産

　　　定額法を採用しています。

　　　ただし、ソフトウェアにつ

いては利用可能期間(３～５

年)による定額法を採用して

います。

(2) 無形固定資産

　　　　同左

(2) 無形固定資産

　　　　同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見

込額を計上しています。

(1) 貸倒引当金

　　　　同左

(1) 貸倒引当金

　　　　同左

　 (2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に充て

るため、支給見込額にもと

づき計上しています。

(2) 賞与引当金

　　　　同左

(2) 賞与引当金

　　　　同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　 (3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額にもとづき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しています。

　　　数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定率法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理

することとしています。

(3) 退職給付引当金

　　　　同左

　

(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額にもとづき計上

しています。

　　　数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定率法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理

することとしています。

　 (4) 役員退職慰労金引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規にもとづ

く当中間期末要支給相当額

を計上しています。

(4) 役員退職慰労金引当金

　　　　同左

(4) 役員退職慰労金引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規にもとづ

く期末要支給相当額を計上

しています。

４　外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準

　外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しています。

　　　　同左 　外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ています。

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引にかかわる

方法に準じた会計処理によってい

ます。

　　　　同左 　　　　同左

６　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理によってい

ます。

①　ヘッジ会計の方法

　　　　同左

①　ヘッジ会計の方法

　　　　同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段

　　　…デリバティブ取引(為替

予約取引)

　　ヘッジ対象

　　　…外貨建予定取引

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　同左

　 ③　ヘッジ方針

　　　外貨建予定取引の為替変動

リスクをヘッジするため、

為替予約取引を行うものと

しています。

③　ヘッジ方針

　　　　同左

③　ヘッジ方針

　　　　同左

　 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　ヘッジ対象である外貨予定

取引とヘッジの手段とした

為替予約取引は、重要な条

件が同一ですので、有効性

判定を省略します。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　同左

７　その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための

基本となる重要な事項

　

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっています。

　なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ流動負債の

「その他」に含めて表示していま

す。

　

消費税等の会計処理

　　　　同左

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっています。
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会計処理の変更

　
前中間会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　

――――――――――

　

　

　

　

　

　

　

　

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会　

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会　平成15

年10月31日　企業会計基準適用指

針第６号)を適用しています。

これによる損益に与える影響は

ありません。

　

――――――――――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（会計基準委員会　

平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当中間会計期間から

実務対応報告にもとづき、法人事

業税の付加価値割及び資本割21百

万円を販売費及び一般管理費とし

て処理しています。

　

　

――――――――――
　

　　実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（会計基準委員会　

平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当事業年度から実務

対応報告にもとづき、法人事業税

の付加価値割及び資本割57百万円

を販売費及び一般管理費として処

理しています。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　

項目
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１　有形固定資産の

　　　減価償却累計額

　
10,925百万円

　
11,222百万円

　
11,015百万円

　２　偶発債務

　　　　保証債務残高は次の

通りです。

　 　 　

　　　　関係会社の銀行借入

金等

日本光電
ヨーロッパ㈲ 830百万円

上海光電
医用電子儀器㈲ 30百万円

計 861百万円
この全ては外貨建のものです

(EUR5,975千、RMB2,200千)。

　

日本光電
アメリカ㈱ 342百万円

日本光電
ヨーロッパ㈲ 1,152百万円

上海光電
医用電子儀器㈲ 28百万円

計 1,522百万円

この全ては外貨建のものです

(US$3,000千、EUR8,350千、RMB　

　 2,000千)。

日本光電
ヨーロッパ㈲ 540百万円

計 540百万円

この全ては外貨建のものです

（EUR 3,863千)。

　

(中間損益計算書関係)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

※１　特別利益の主な内訳

関連会社株式売却益

子会社清算益

　

－
－

　

150百万円

127百万円

　

－
－

※２　特別損失の主な内訳

関係会社清算損

貸倒引当金繰入額

投資有価証券等評価損

投資有価証券等売却損

　

132百万円

－
－
－

　

－
－
－
－

　

118百万円

70百万円

19百万円

5百万円
　 ３　減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

　

279百万円

31百万円

　

371百万円

40百万円

　

646百万円

68百万円
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(リース取引関係)

半期報告書においてEDINETにより開示を行うため記載を省略しています。

　

(有価証券関係)

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものは所有していません。

　

(重要な後発事象)

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度において該当事項はありません。
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